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　ここ最近、国際企業である FIA ジャパンメンバーの東
京オフィスを訪れてわかったのは、それら企業の多くが、
金融庁の森信親長官が “ 規制の工場 ” と評するバーゼル金
融規制に端を発するところの、圧倒的な量の新規制に伴う
リスクに直面し始めているという事実だった。司法管轄権
をまたぐ中での規制の調和欠如は、各国規制機関による足
並みの揃わない運用によって生じたリスクを理解しようと
悪戦苦闘する FIA ジャパンメンバーにとっては障害になっ
ている。そしてそのすべての障害が、世界中の規制機関す
らいまだ回答を示すことができない難問を投げかけている
のだ。どれだけ規制をかければ十分なのか？　外国の規制
機関があるマーケットに対して公式な司法権を持たない場
合、そのマーケットをどのように規制するのか？　すでに
過剰規制状態になっているマーケットに適用される新たな
規制の費用／便益分析を、だれが指揮しているのか？
　こうした規制強化と各国中央銀行が打ち出すマイナス金
利政策により、多くの人々が克服困難と憂慮する事態を生
じさせている。
　FIA ジャパンはこうした環境の中で最善と考えられる建
設的立場を貫いている
* テクノロジー委員会は日本の取引所を紹介する優れた
ウェビナーを制作した。今後は、日本の投資家の理解獲得
を目的とした各取引所の積極的な取り組みついても、別途、
ウェビナーを制作する予定だ。

* プロップ・トレード・スタディ・グループは、エラート
レードのルール、テスト環境、リスク管理に関する問題な
どを議論する場を提供することで、プログラムトレード事
業者や取引所から有用な機関だと認められるべく活発に活
動している。こうした取り組みはマーケットに即時的な効
果をもたらすものではないかも知れないが、市場参加者に
よるオープンかつ精緻なディスカッションは、マーケット
にとってプラスに作用することだろう。
* 第 17 回日本国際金融システムフォーラムにおいて 400
名を超える聴衆を前にサイバーセキュリティー・パネル
ディスカッションを行い、好評を博した。
　本号では JPX 常務執行役、CIO の澁谷裕以氏と SGX 
CEO の Loh Boon Chye 氏のインタビューを特集してい
る。これからのマーケットを牽引していくであろう 2 人
にニュースレターに登場願えたことは、FIA ジャパンに
とって光栄の一語に尽きる。
　FIA ジャパンは 5 月 26 日に年次総会の開催を予定して
いる。ぜひとも参加を賜りたい。

困難な時代の経営戦略
PRESIDENT'S MESSAGE

FIA ジャパン　プレジデント –CEO
マイケル・ロス

《今月の内容》
●規制ニュース●

電力先物市場は 2016 年度中の創設を目指す
●今月のトピック●

国内取引所とクリアリングハウスのための 2016 年包括的ロードマップ
次期デリバティブ売買システム（次期 J-GATE）における変更点について
● TechCorner ●

フィンテック：その本質と動向
●インタビュー●

澁谷裕以（株式会社日本取引所グループ常務執行役、CIO）
「IT 分野におけるビジョンを語る」　　　　　　　　　　　　　　　　他

− １ −

FIAJapan



− ２ −

本誌：2015 年 6 月に JPX の CIO に就任されましたが、
JPX グループの IT 分野におけるビジョンをお聞かせくだ
さい。
澁谷：JPX は ”Your Exchange of Choice”、アジア地域で
最も選ばれる取引所という将来ビジョンを掲げておりま
すが、その実現に向け、IT の果たす役割はますます重要
なものになっています。現代の取引所では、売買、清算、
各種情報配信等、それら全てにシステムが関係しており、
IT は取引所ビジネスを推進し新たなマーケットを創造し
ていくうえでの基盤となっていることから、これまで以上
にビジネスと IT の両輪を効率良く組み合わせて運用・進
化させていくことが求められています。JPX は東京証券取
引所グループと大阪証券取引所が 2013 年 1 月に経営統合
して誕生し、本年 3 月に将来ビジョンの実現に向けた最初
の 3 か年が終了します。この 3 年間に、市場参加者の皆様
の御協力を頂きながら現物株式売買の arrowhead への統
合、デリバティブ取引の J-GATE への統合、清算システ

ムの統合を安定して完了してきました。これらは経営統合
に伴う市場基盤の整備の一環として実施してまいりました
が、欧米はもとよりアジアの各市場においてもシステムの
高度化等が進んでおり、国際的な市場間競争は更に加速し
ています。こうした中 JPX ではアジア地域で最も選ばれ
る取引所を目指しており、グループ全体として IT を競争
力の源泉・武器として位置付け、日々進化する技術を最大
限活用し、信頼性・利便性の高いマーケットインフラの構
築とサービスの提供を推進しています。そして、JPX の
将来ビジョン実現に向けて、昨年 9 月には、グローバルな
取引所に求められている要素を踏まえ、信頼性の向上、利
便性の向上、システム処理能力の向上という 3 つの基本方
針に沿って、現物株式の売買システムである arrowhead
のリニューアルを問題なく実施いたしました。その結果、
市場参加者の皆様からは非常に高い評価をいただいており
ます。加えて、本年 7 月 19 日に次期デリバティブ売買シ
ステム（次期 J-GATE）の本番稼働を予定しております。
JPX の基幹システムである arrowhead 及び J-GATE を継
続して安定的に稼働させることで、日本の株式・デリバティ
ブ市場の基盤をより盤石なものにしていきたいと考えてい

JPX CIO 澁谷裕以氏
IT分野におけるビジョンを語る

Interview

《今月のインタビュー》

株式会社日本取引所グループ
常務執行役、CIO

　1977 年に東京海上火災保険㈱（現東京海上日動火災保険㈱）に入社し、
その後 IT 部門を中心に 38 年間にわたるキャリアを築く。その間、東京
海上日動火災保険㈱理事、同社執行役員、東京海上ホールディングス㈱執
行役員及び同社顧問を歴任。2015 年 3 月に㈱日本取引所グループ顧問
に就任。2015 年 6 月より㈱日本取引所グループ常務執行役、CIO（現任）
に就任。1977 年早稲田大学卒。

IT を競争力の源泉・武器として
アジア一の取引所を目指す

澁谷裕以（しぶや・ひろゆき）
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ます。また、2014 年に統合した清算システムについても
次期清算システムに向けたロードマップの策定を行ってま
いります。
　JPX は、マーケットインフラとして高い信頼性・安定
性が求められながら、同時に市場参加者のニーズに応じて
利便性向上も実現していく必要があり、それを実現する
IT は取引所ビジネスの根幹を支えていると言えます。こ
れからも JPX の IT を、競争力の源泉・武器として、より
一層高いレベルに引き上げていきたいと考えています。
本誌：昨年 9 月の arrowhead のリニューアルにおいては、
信頼性や利便性の向上を基本方針として掲げていました
が、本年 7 月に稼働予定の次期 J-GATE の開発方針があ
れば教えてください。
澁谷：一昔前と比べてシステムの処理速度の速さだけを競
う時代ではなくなりつつあり、昨今はいかに市場を安定的
に運営していくか、また、そのためにどのようなシステム
的な手段を講ずるかが求められています。そのため次期
J-GATE においても信頼性と利便性の向上を基本方針とし
て掲げています。市場の信頼性の向上のために、寄付き前
及び引け前 1 分間の注文の訂正・取消しを認めない時間帯
であるノンキャンセルピリオドをシステム的に設定するこ
とや、Trade Guard というシステムで投資家毎に注文の
板登録前・後チェックを行う機能を取引所が提供します。
また利便性の向上のために、取引所の 24 時間化というも
のを念頭におきつつ、これまで午前 3 時までとしていた
ナイトセッションの立会時間を午前 5 時 30 分まで 2 時間
30 分延長します。この変更により、JPX のデリバティブ
は、約 20 時間取引可能となります。一方でデリバティブ
は市場のボラティリティによって注文・約定件数が大幅に
増加する傾向が顕著にみられるため、キャパシティの管理
にも重きを置いています。JPX のデリバティブ市場は 10
年前の 5 倍の取引高を誇る市場に成長していること、デリ
バティブ市場の 3 割から 4 割の取引高を占めるナイトセッ
ションの取引時間を延長すること及び今後新商品等の追加
が続くことを考えると、足元の状況だけでなく、将来のマー
ケット動向も適切に捉えながらキャパシティ管理を行って
いきます。

本誌：昨今、新しい技術としてブロックチェーンが注目さ

れており、海外取引所では出資や買収の動きが見られます
が、これについてどのようにお考えですか。
澁谷：ブロックチェーンについては、私が 1990 年代の始
めに、初めてインターネットのプロトコルである TCP-IP
に出会った時と同じような衝撃を感じます。それまでのヒ
エラルキカルな技術から、オープンで水平展開に相応しい
技術という観点で、両者は本質的に同じものを持っている
と思います。TCP-IP がその後世界を制したように、ブロッ
クチェーンも大変な影響力を及ぼすことになるでしょう。
JPX としても、この技術をどのような分野で、どのよう
に活用できるかは早急に検討する必要があると考え、実証
実験を開始いたします。その中で、JPX にとっての可能
性を見極めていきたいと思います。
本誌：サイバーセキュリティーについても大きな注目が集
まっていますが、JPX としてどのような対応をお考えで
しょうか。
澁谷：マーケットインフラとして IT が非常に重要な位置
付けにある取引所にとって、大きな脅威のひとつです。昨
今報道等にもあるように、サイバー攻撃の手法は日々進歩
しており、様々な企業・組織でホームページがダウンする
などの事例が出ています。可能な限りマーケット運営を継
続することが使命である JPX にとってはサイバー攻撃に
対しても、適切な対応が求められると考えており、IT を
活用した入口・出口対策だけに限らず、情報管理といった
ルール面からの統制なども含め、継続的にセキュリティ強
化策を講じています。今後も、攻撃の高度化・大規模化な
どサイバー攻撃の脅威はますます大きくなっていくと思わ
れ、これまで以上に JPX のセキュリティ態勢を強固にし、
常に改善を図っていく考えです。

本誌：昨年のチャイナショックを受けて、アジアの中での
日本の注目度が高まっています。加えて、日本政府は東京
都及び規制当局等と協調し、東京国際金融センター構想を
進めており、また、JPX はアジア地域で最も選ばれる取
引所を目指しています。JPX のアジア戦略において、IT
が果たす役割としてどういったものを考えていますか。
澁谷：東京市場の国際金融センターとしての地位向上のた
めに JPX としてできることは、国内外の投資家に対して
多様な商品を取引できる場を提供していくことであると認

サイバー攻撃は大きな脅威
常に最新のセキュリティ対策で対応

Interview

多様な商品の上場をサポートし
信頼性・利便性の高いシステムを提供
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識しています。また、JPX のアジア地域で最も選ばれる
取引所というビジョンの達成にあたり、株式・デリバティ
ブの両新システムを活かしながらどのような商品ライン
ナップやサービス展開を実現できるかが課題です。そのよ
うな中、私自身は IT という側面から、多様な商品の上場
をサポートし、市場参加者にとって信頼性・利便性の高い
システムを提供することを通して市場の安定的な運営を支
えていきたいと考えています。また、東京商品取引所が次
期 J-GATE の利用を開始します。総合取引所構想につい
て特に決まったことはないですが、複数の取引所が同一の
取引プラットフォームを利用することになるので、市場参

加者のシステム投資や接続に必要なコストの削減につなが
ると考えます。その結果、市場参加者の市場参入に係るシ
ステム的なハードルが引き下げられ、金融デリバティブ及
び商品デリバティブ両市場の活性化につながると期待して
います。つい数年前まで東京証券取引所・大阪取引所・東
京商品取引所ではデリバティブ取引に関して別々のシステ
ムが利用されていたことを考えると、市場参加者の皆様に
とって、一連のシステム統合等の変革はとてもポジティブ
な変化であったのではないかと考えています。
本誌：ありがとうございました。

Interview
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本誌：SGX の新 CEO として取引所のビジョン、優先目標
は？
ロー：日々複雑化が増し、競争力を求められる市場では、
株式、債券、デリバティブを取り扱うマルチアセット取引
所としての戦略を維持する事が SGX にとっては重要だ。
困難な市場環境にも関わらず、アジアは 2016 年も成長著
しい地域として存在し、アジアで世界最大の一つであるオ
フショアデリバティブ市場を提供している SGX は、その
地位を土台に今後もより広範囲に商品・サービスを拡大し
ていきたい。
　また、投資家がアジアにアクセスする際に必要であろう
通貨先物、債券、指数関連のサービスに焦点を当ててきた
いと考えている。
　SGX Bond Pro（債券取引システム）、SGX Index Edge（指
数算出サービス）等の新しい取組みが成果を収めるのと同
時に、既存のビジネスとオペレーションに磨きをかけ最大
限のサービスを提供し続ける事を重要視している。
本誌：SGX の日本での活動、また日本からの市場参加者
に特化した事業計画は？
ロー：SGX にとって日本は極めて重要なマーケットであ
り、アジア全域への投資アクセスとリスク管理のニーズを
背景に、日本から SGX の株式市場、デリバティブ市場の
取引に積極的に参加いただいている。その背後には日本の
ブローカーからのデリバティブ及び株式市場のリモートメ
ンバーシップ取得への関心の高まりも見られる。この一
般投資家から機関投資家にまでわたる日本の投資家から
の SGX 市場への関心は、世界的に見られるアジア資本へ
の需要の高まりと一致している。なかでもシンガポールの
REIT が提供する魅力的な利回りへの関心が日本の投資家
の間で高まっている。
　2016 年も不安定な相場、厳しい市況が続くとされてい

るが、そのような中、SGX はアジアの通貨先物の上場に
より為替リスクヘッジの場を提供している。世界の投資家
からのアジアの通貨デリバティブ取引に対する高まる需要
を反映し、SGX のアジア通貨先物は著しい取引高の成長
を遂げている。SGX は当商品に対する投資家からの支持
を大変心強く感じている。
　投資家からアクセスが継続する中、今後も SGX は日本
の投資家のニーズを考慮し商品設計を続けていきたいと
思っている。SGX はこれからも商品のアセットクラスや
地理的な面において、より広範囲なサービスの向上を図っ
ていきたい。
　SGX は、現在 FIA ジャパンと協力し、日本のブローカー
が SGX へより効率的に参加できるような体制作りに努め
ている。今後も日本国内の SGX オフィス及びシンガポー
ル本社からも、日本のお客様及びパートナー様へ最善の
サービスを提供できるよう尽力していく所存だ。

日本市場を含む
シンガポール取引所の戦略を語る

Interview  2

《インタビュー》

シンガポール取引所（ＳＧＸ）
最高経営責任者

ロー・ブーンチャイ氏は 2015 年の 7 月 14 日にシン
ガポール取引所（SGX）の CEO に就任。金融業界での
26 年間のうち、ドイツ銀行に 17 年間在籍し、コーポレー
トファイナンス、投資銀行業務の分野でリーダーシップ
を発揮、ドイツ銀行シンガポールの CEO に就任した。
その後、バンクオブアメリカ・メリルリンチの副社長、
アジア太平洋グローバルマーケッツ責任者を経て現職。
複数の上級顧問職に就き、東南アジアの金融市場の発展
において中心的な役割を演じている。2003 年 10 月か
ら 2012 年 9 月まで SGX の社外取締役、2012 年 11
月からシンガポール政府投資公社（GIC）の社外取締役
を歴任。シンガポール国立大学で工学士を取得している。

ロー・ブーンチャイ
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Regulatory news

《規制ニュース》

　4 月 1 日から電力販売の完全自由化が実施される。家庭
向け電力販売について大手電力会社による独占がなくな
り、消費者は電力会社を自由に選べるようになる。経産省
から電力小売りの免許を取得した新規電力事業者はガス会
社や鉄道会社、通信会社など約 150 社にのぼり、すでに顧
客獲得合戦を展開している。電力広域的推進運営推進機関

（OCCTO）の発表によれば、北海道電力、東京電力、関
西電力、九州電力管内で電力会社の変更を希望する消費者
は約 5 万 5000 件に上ることが分かった。現在は関東、関
西地区が中心だが、今後は地方にも波及し、ますます顧客
の囲い込み競争が激化することが予想されている。
　その一方で、電力事業者が直面する電力価格の変動等に
よる経営リスク等に対応する産業インフラとして先物市場
の創設が望まれている。経済産業省では昨年３月に「電力
先物市場協議会」を設置し、電力先物市場の望ましい枠組

4 月 1 日、電力完全自由化
電力先物市場は 2016 年度中の創設を目指す

みについて協議、その報告書が昨年 7 月に公表された。こ
れを受け上場が予定される東京商品取引所では報告書を
ベースに準備を進めている。すでに商品設計、システム上
の受け入れ体制はほぼ整い、新市場創設に向けて次の段階
に入っている。商品取引所法では新市場の創設に際しては
20 人の発起人が必要と定められており、うち半数以上は
当業者でなければならない。東商取では現在、その当業者
に向けて啓蒙活動を展開している。
　報告書では「2016 年の小売全面自由化後、可及的速や
かに上場すべき」としたが、東商取では 2016 年度中の取
引開始を目指しており、濵田隆道社長は 1 月 14 日の記者
会見で、「新取引システム稼働後（注：東商取では次期取
引システムの稼働を 9 月に予定している）数カ月以内には
クリアリングや会費等、環境整備を完了したい」と語った。

　FIA、ASIFMA（アジア証券業金融市場協会）、ISDA
（国際スワップデリバティブ協会）は 2015 年 11 月 13 日
に、欧州委員会のジョナサン・ヒル委員と小規模な会議を
香港にて開催した。2016 年 1 月 15 日に、協会は会合のフォ
ローアップとして、既存もしくは予定される EU 規制が
APAC（アジア太平洋）市場に及ぼす影響の懸念をヒル委
員に提言した。書面に提示された主なトピックは：
・EU のベンチマーク規制が第三国にもたらすインパクト
について

・第三国 CCP への欧州市場インフラ規制 (EMIR) 第 25 条
の適用と認知について
・EMIR 第 13 条の適用、ならびに第 4 条（クリアリング）、
第9条（報告）、第10条（非金融機関のカウンターパーティー
への対応）、第 11 条（未清算の OTC 取引に対するリスク
軽減手法）に謳われる義務の APAC への適用可否の明確
化について
　提言書はここをクリックして参照。

FIA、欧州委員会に EU 規制による APAC への影響について提言

https://asia.fia.org/sites/default/files/uploaded/ASIFMA_FIA_ISDA_toCommissionerHill_FINAL.PDF
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《今月のトピック》

　日本の金融業界の最新動向に対する意識を高めるための
継続的な努力として、FIA ジャパンのテクノロジー委員
会は、デリバティブ市場の概況、技術と機能の主要な変更
点、JPX、TOCOM 及び TFX が 2016 年に計画している
新商品の紹介等を説明する 30 分間のウェビナーを用意し
た。

　同ウェビナーは、会員各社の海外事業部や技術的な提携
先と共有できるように、英語で作成されている。ウェビナー
へのアクセス、登録ページはこちら。
　なお、ウェビナー使用には webex のウェビナーツール
のインストールが必要。コメントや質問は、テクノロジー
委員会まで。

国内取引所とクリアリングハウスのための 2016 年包括的ロードマップ

　2015 年 3 月に FIA が発行した「自動売買システムの開
発と運用ガイド」によると、取引所におけるエラートレー
ド（約定取消し）方針は、全ての参加者がエラートレード
の影響を理解するように、透明性が高く厳密かつ明瞭に文
書化されている必要があると考えている。このような方針
はクリアリング会員並びに個々の参加者を保護する上で重
要であり、複数の取引所間及び清算機関の間で一貫してい
る必要がある。取引所は、取引を成立させることが市場全
体にマイナスの影響を及ぼす場合には一方的に約定を取り
消す権限を持つべきだ。
　明瞭で透明性の高い発注方針は、エラートレードの相手
方を含め全ての市場参加者を保護する。エラートレード方
針が不明瞭で主観的な性格を持つ場合、取引所はその相手
方やその他の市場参加者にリスクを負わせる可能性があ
る。複数の市場に跨がる同種の金融商品については、可能
な限り一貫性のある取引慣行を持つべきである。

　取引所は、エラートレード方針の一部として事前に取り
決めた「取り消し不可」もしくは「価格調整不可の範囲」
の判断基準を使用するように検討すべきであり、エラート
レード方針について公の場で文書化し、それを定期的に見
直す必要がある。エラートレード方針の最終目的は、全て
の売買が成立する市場を推進することに置くべきである。
その点において、取引所レベルでの売買の事前統制によっ
て、取引所が売買取り消し又は売買価格の調整を行う必要
性を最小限に抑えることができる。取引所が約定を取り消
したり価格調整を行わなければならない場合、影響を受け
る関係者は規定の報告期間内に取引所に対して過誤を報告
しなければならない。取引所は、価格調整及び約定取り消
しのいずれにおいても、価格形成が再開されるよう、直ち
に約定の相手方と広く市場関係者に通知する必要がある。
取り消し又は価格調整が生じた場合、取引所は全ての関係
者に電磁的手段による通知を送付すべきである。

エラートレードポリシーに対する FIA からの意見

https://fiajapan.webex.com/fiajapan/lsr.php?RCID=237ae94381ab9ff2bb6594f9cf7a21ab
https://americas.fia.org/articles/fia-issues-guide-development-and-operation-automated-trading-systems
https://americas.fia.org/articles/fia-issues-guide-development-and-operation-automated-trading-systems


− ８ −

Exchange News

《取引所ニュース》

　JPX は、これまでの開発が順調に進捗していることから、
次期 J-GATE の本番稼働日を 2016 年 7 月 19 日と公表した。
また、これに合わせて、同日より適用されるデリバティブ
取引の新しい取引手数料、マーケットメイカー制度及び個

人投資家取扱取引参加者向けのインセンティブ施策につい
て公表した。JPX 日経 400 オプションやマザーズ先物等
の次期 J-GATE での新商品振興の観点から、個人投資家
取扱取引参加者向けのインセンティブ施策を実施する。

次期デリバティブ売買システム（次期 J-GATE）の稼働を
7 月 19 日と公表

　東京金融取引所は、2 月 29 日付で事務所を移転した。
新事務所は、東京駅八重洲北口近くの鉄鋼ビル 8 階（千代

田区丸の内 1 丁目 8 番 2 号）。事務所の電話・FAX 番号は
移転前と変わらない。

事務所を移転

JPX

TFX

Topics

　JPX は、次期 J-GATE を 2016 年 7 月 19 日に本番稼働
する。次期 J-GATE では、取引時間の拡大、新商品の上
場、一部先物へのノンキャンセル・ピリオドの導入、JPX
が提供するハードリミット機能の使用義務化といった 4 つ
の大きな変更が実施される。今号では 4 つのうち 1 点目及
び 2 点目を確認し、残りを次号（5 月号）で確認する。
　取引時間の拡大は、ナイト・セッションの取引時間の延
長及び指数先物（日経平均 VI 先物を除く）の日中取引開
始時刻の変更であり、市場の取引機会・価格発見機能を一
層強化する観点から実施する。現在午前 3 時までのナイト・
セッションを 2 時間半延長し、午前 5 時半まで取引可能と
する。この変更により、JPX のデリバティブは、米国サ
マータイム適用期には米国株の取引終了まで取引可能とな
る。また、指数先物の取引開始時刻を現在の午前 9 時から

15 分早め、午前 8 時 45 分とする。
　次期 J-GATE 稼働時に新規に上場するのは、JPX 日経
インデックス 400 オプション、東証マザーズ指数先物、台
湾加権指数先物、FTSE 中国 50 先物の 4 商品。JPX 日経
インデックス 400 に連動する資産残高は 2014 年 1 月の算
出開始以降増加の一途を辿っており（2015 年末時点で 4
兆円＝ 348 億米ドル）、市場参加者からのニーズを受けて、
新たなヘッジ・投資手段としてオプションを提供する。東
証マザーズ指数先物は、日本で初めてとなる国内新興株式
市場を対象とした指数の先物である。また、昨今の投資家
ニーズの国際化、多様化及び高度化を踏まえ、台湾加権指
数先物及び FTSE 中国 50 先物を上場し、既上場の NY ダ
ウ先物及びインド Nifty50 先物に加え、海外指数先物のラ
インナップの拡充を行う。

次期デリバティブ売買システム（次期 J-GATE）における変更点について
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　東商取は、次期取引システムへの移行に合わせて金オプ
ション取引の商品設計を次の通り変更予定としている（主
務省の認可が前提）。
　　9 月 20 日以降、商品タイプはアメリカンタイプから
ヨーロピアンタイプに変更となる。その相違は最終決済方
法にあり、これまでは権利行使したポジションは原市場で
ある先物取引の建玉に移行するものだったが、ヨーロピア
ンタイプでは差金決済となる。取引単位は 100 グラム、6
限月制に改められる。シリーズ設定は、中心権利行使価格
から上下 20 本以上（計 41 本以上）となる。

　2016 年 10 月限、12 月限、2017 年 2 月限は、次期シス
テムへの移行日をまたぐ取引期間となるため新甫発会させ
ず、9 月 20 日までの間、これらの限月の立会を休止する。
そのため、2016 年 8 月限の取引最終日 7 月 29 日から次期
取引システム稼働日 9 月 20 日までの間は、取引できる限
月のない状態となる。9 月 20 日には、６限月（2016 年 10
月限、12 月限、2017 年２月限、４月限、６月限、８月限）
を新甫発会させ、新しい商品設計で取引を行う。
( 詳細は後日取引所ウェブサイトにて改めて公表する )

金オプション取引の商品設計変更を 9 月に実施予定 TOCOM

Exchange News

　東商取は、かねてより次期取引システムのサービス提供
に関する準備を進めており、今後の作業が予定通り進展す

れば、9 月 20 日に本番稼動することを発表した。

次期取引システムの本番稼働は 9 月 20 日を予定

　東商取のドバイ原油先物の取引高が 2014 年秋以来飛躍
的な増加を続けている。原油の供給過剰観測から世界の
原油価格が下落傾向を示したのと同時期に、東商取の原
油の取引は増加を始めた。市場規模を示す取組高は 2014
年 10 月から 1 年強の間に 13,000 枚から 6 倍以上に急拡大
し、今年 2 月 4 日に 2001 年の上場来初めて 8 万枚を超え
た。取引高については、1 日平均が 1 年間に 3,600 枚から
15,000 枚へ 4 倍に増加した。
　この市場成長の背景には、昨今進んだ石油業界の構造変
化に加え、東商取の独自要因として、取引油種をドバイ原
油に一本化することで当業者の利便性向上に資した点があ

る。さらに、東商取原油市場価格動向を基にした指数を利
用した ETN が活発に取引さえていることも大きく貢献し
ている。これは、金融市場と商品市場との間に生じた相乗
効果の好例でもある。
　様々な経済状況や地政学リスクの高まりを背景に原油
市場のボラティリティが高まるのに伴い、取引高の上昇
は 2016 年になっても続いており、1 月の月間取引高は
703,313 枚で、2 カ月連続で上場来最高を記録した。1 日の
取引高でも 2 月 8 日には上場来初めて 7 万枚台に乗せた
(76,109 枚）。

ドバイ原油先物取引の拡大続く TOCOM

TOCOM

　2016 年 1 月 19 日、東京金融取引所（以下、金融取）と
S&P ダウ・ジョーンズ・インデックス社は、米国の株価
指数であるダウ・ジョーンズ工業株価平均を原資産とする
NY ダウ証拠金取引を金融取に上場することについて合意
し、NY ダウに係るライセンス契約を締結したことを発表
した。

　取引所株価指数証拠金取引（愛称『くりっく株 365』）に、
NY ダウ証拠金取引が追加上場されることにより、投資家
は、円建てで日・米・欧の主要株価指数を対象とする取引
が可能となる。金融取は、日本の個人投資家にとって認知
度の高い海外株価指数に連動する新商品の上場により、く
りっく株 365 の認知向上と、一層の市場活性化を見込む。

東京金融取引所と S&P ダウ・ジョーンズ・インデックス社が
NY ダウに関するライセンス契約を締結 TFX

http://www.tocom.or.jp/jp/
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《FIA ジャパン・各委員会の活動報告》

　PTSG は 1 月 28 日に 5 回目の定例会議を開催し、今回
は JPX でのリスクマネジメント関連を中心に議論した。
JPX の担当者も電話会議に参加し、以下の項目における
同取引所の計画について意見交換を行った。FIA ジャパ
ンのアドバイサリー・パネルであるリーガル＆コンプライ
アンス委員会、マーケット・ディベロップメント委員会お
よびテクノロジー委員会の各委員長も会議に参加し、グ
ループの活動に対して関連委員会がサポートすることを表
明した。
　エラートレードポリシー： JPX は 2007 年に施行された
約定取消し制度の整備に至る背景を説明した。同制度は、
取引所の判断によって発動する制度となっており、最終的
な決定権は取引所が保有している。PTSG は、制度の運用
等の透明性が市場参加者にとって重要であり、さらに市場
の発展に役立つだろうとコメントした。

　マーケットメーカー保護とセルフトレードプリペンショ
ン機能： JPX は、同項目が次期 J - GATE における機能と
して検討されていると説明した。 大阪取引所は、開始 1
日目からはこの機能を提供しないことを発表しているが、
引き続き機能の導入を検討しているとコメントした。これ
らのリスクマネジメント機能が導入されれば、マーケット
メーカーはより良い仕事を行うことができると PTSG は
コメントし、取引所に当該機能に必要となる要件を提言す
ることで合意した。
　テスト環境：ブルーノ・アブリユ委員長率いるテクノロ
ジー委員会では、参加者および市場の利益のためにテスト
環境で何を実行すべきかに焦点を当てた 2014 年市場調査
を含む文書を共有した。同グループは、現在は最適ではな
いが、費用が増加してもテスト環境のアクセス可能期間に
焦点を当てるべきとコメントした。

プロップ・トレード・スタディ・グループ（PTSG）　（グループリーダー：マイケル・ロス）

　最近の CSG における議論の概要は以下の通り。
アジア商品市場の動向について
　前 CSG 委員長であり現在シンガポールに駐在する杉谷
氏よりアジアの商品市場に関する情報提供を受け、意見交
換を行った。主なテーマは下記の通り。
・ICE シンガポール取引所によるブレント原油ミニの上場
（アジア地域の投機家をターゲットとしているためロンド
ン市場との相互決済は不可、取引サイズは近々の上場が予
定されている上海国際エネルギー取引所 (INE) の原油先物
のサイズと同じ）
・SGX、ICE、Eurex の 3 つのクリアリングハウスが競合
するシンガポール市場
TOCOM市場におけるギブ・アップについて
　前回から引き続き TOCOM 市場におけるギブ・アップ
制度の利便性向上について議論を交わした。TOCOM 専
用の申請書の提出と承認（TFX も同様の制度だか近々変
更される）に代えて FIA の標準的なギブ・アップ・アグ
リーメントの利用を認めるべきとの提言がなされた。また
TOCOM 市場の独自性を考慮したギブ・アップ制度の必
要性についても議論を交わした。

TOCOM次期システムの準備進捗状況に関する情報更新
について
　既に TOCOM は取引参加者及び ISV を対象とする説明
会を 6 回開催した。2016 年第 1 四半期には各種テストの
開始も予定されている。システム構成における最大の変更
点は、現行の Nasdaq Secur から JPX Clearing システム
への清算システム変更である。また ITCH プロトコルに
よる市場情報の取得も可能となるが、これにより情報提供
に係る質量両面でのサービス向上となる。ネットワークに
ついてはアット東京を TOCOM プロキシミィティ・サー
ビス業者に指定した。
オプション・セミナーについて
　取引所と FIA ジャパンの共同企画にて 2016 年春に開催
が予定されているオプション・セミナーについて議論を
行った。セミナー開催の主目的の一つとして先物業界経営
者層に対するオプション取引のメリットの説明が挙げられ
る。セミナー内容の詳細については議論を重ねていく必要
があるが、草案として初めにオプション取引の経験がある
ブローカーによる講演、続いて金融オプションも含めたオ
プションに関するパネル・ディスカッションなどが検討さ
れている。

コモディティ・スタディ・グループ（CSG）　（グループリーダー：小野里光博）
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　本誌をお読みいただければわかるように、2016 年第 1
四半期のテクノロジー委員会は数々の活動のため多忙な
日々を送っている。2 月初旬には、「国内取引所とクリア
リングハウスのための 2016 年包括的ロードマップ」と
題した英語でのウェビナーを成功裏にリリースした。「第
17 回日本国際金融システムフォーラム 2016」にて予定さ
れている、金融サービス業界におけるサイバーセキュリ
ティーに関するテクノロジーパネル（サイバー攻撃：情報
共有の必要性）の開催も近づいている。また今号の Tech
コーナーでは、ついに話題のフィンテック・テーマパーク
に足を踏み入れた。

　今後のテクノロジー委員会の活動としては（これが全て
ではなく、変更される可能性もあるが）、FIA ジャパンの
海外取引所会員による各取引所のテクノロジー、機能、そ
して商品開発における向こう 12 カ月計画に関する日本語
でのウェビナー、FIA マーケット・テクノロジー部門が
公表した「自動売買システムの開発と運用ガイド」の要
旨を纏めたプレゼンテーションの実施、そしてブロック
チェーンに関する考察などがあげられる。この他のテーマ
についても鋭意取り上げていく予定。引き続き当委員会の
活動にご注目いただきたい。

テクノロジー委員会　（委員長：ブルーノ・アブリユ）

Committee Activities

Learn more https://business.nasdaq.com/TECH
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《金融サービスとテクノロジー》
フィンテック：その本質と動向
　　〜グローバル動向と日本市場での取り組み

フィンテックの意義
　FinTech：Finance と Technology を掛け合わせたこの
造語の意義は、その担い手のプロファイルの違いに見出せ
る。官僚主義やレガシーシステムの存在がこれまでの金融
機関の足かせであったとするならば、フィンテック企業は
逆に、革新的なカルチャーやテクノロジーの実績で注目さ
れても、規制に関する少ない経験やビジネス上の成功実績、
経営基盤では必ずしも優位ではない。両者の接点は「イノ
ベーション」、特にフィンテック企業における金融機関の

「弱点」の考察に注目すべきだ。この点では、両者はコラ
ボレーションの可能性が大いにある。

フィンテックのトレンド
　グローバルな金融機関のフィンテック戦略は、以下の 3
点に集約される。
• 自己資本投資：事業戦略上の狙いと自己資本投資部門の
バランスをとり、フィンテック・エコシステムの認知が重
要。
• アクセラレータ：エコシステム全般へのアクセスに取り
組み、メンターシップが不可欠であり、相互補完的な関係

構築が鍵。
• イノベーション・ラボ：最も顕著な動向として、ブロッ
クチェーン、サイバー（セキュリティ、アタック、テロ対
策）、人工知能（AI）に注目。
　加えて、以下の５点が金融サービスの将来に大きな影響
をもたらすメインテーマと考えられる。
•RegTech：進化する金融機関をリアルタイムに規制する
ためにテクノロジーを活用すること。
• リアルタイム取引：キャピタルマーケットでは「取引後」
の環境において高速で低レイテンシーの環境の促進。
• 配布システム (Distributed System)：ブロックチェーン
タイプのテクノロジーが、参加者に有効にデータを配布し、
透明性をもたらす新たな手段を提供すること。
• 認識・認知システム (Cognitive System)：ありとあらゆ
る構造型および非構造型のデータを利用、分析し知識を得
る上でマシーンラーニングが重要な部分を占める。
• サイバーセキュリティ：こうした事柄の進展は、益々デー
タやコミュニケーション、取引のあらゆる動きを厳格なセ
キュリティの下に置き、サイバー攻撃を防ぐ必要を増大さ
せる。

By Eiichiro Yanagawa, CELENT
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TechCorner

　日本市場にフィンテックの津波が押し寄せた 2015 年の
動向として、以下の 3 点が特徴的であった。
• 大手金融機関による、出資と各種ラボ、コンテスト、ア
クセラレータプログラム。
• 大手ベンダーの様々な顧客とスタートアップを囲い込む
組織の組成。
• 行政当局における積極的な支援姿勢。
　そこで活性化した主要領域は次の 5 領域に集約される。
1. 財務・金融サポート：個人財務管理（PFM）、オンライ
ン融資
2. 投資・経営支援：ロボアドバイザー、会計、給与、ERP
サポート
3. クラウドファンディング：資金調達、テンプスタッフ、
資材調達
4. ペイメント：M-POS、オンライン・オフラインでの決
済サービスと付随する O2O マーケティングサービス、ウォ
レットサービス
5. 暗号通貨：ビットコイン及び関連サービス
　いずれもその背景には、デジタル化の進展と、不便や不
都合に対する我慢をしない新しい世代や経営者の躍進など
が存在する。各セグメントとも、目先のアプリケーション

での実証（例えば、ロボアドバイザーやペイメントなど）や、
将来のプラットフォームへの先行投資（例えば、ブロック
チェーンや IoT など）の両面を睨んでいる。

トレンドの行方
　金融サービスの行方として顕在化している事柄は、デジ
タル対応による不便不都合の解消である。また、陰に潜む
本質は、グローバルとローカルの鬩ぎ合い、標準と個別の
鬩ぎ合いであろう。フィンテックのパンドラの箱が開く時、
そこには広大な新需要の、見えない大陸が広がる。
　セレントは、地殻変動の予兆を、市場インフラの世代交
代（集中から分散へ）、プレーヤズ・ランドスケープの変
貌（ベンダー組織や経営者の世代交代）、そしてソーシン
グモデルの新常識（サービス化、クラウド化の徹底）に感
じる。
　「テクノロジーが溶かす金融の未来図」を構想する上で、
こうしたフィンテックトレンドの本質の理解と活用が不可
避である。フィンテックが活躍するインフラ、サービスプ
ラットフォームを確立することも急務である。そして、新
たなテクノロジーは、新たなアーキテクチャの基に実装さ
れるべきである。



TechNews

　グローバル市場では、世界経済の低迷や米連邦準備制度
理事会（FRB）の利上げ実施、原油価格の急落などを背景
に信用状況が再び悪化している中で、恐ろしい状況が生じ
つつある。しかし、米国の代表的な株価指数である S&P 
500 はまだそれほど大幅に下落していない。このままいけ
ば、S&P 500 は 8 年連続でコモディティをアウトパフォー
ムすると予想され、そうなれば最長記録となる。仮にサイ
クルが反転した場合、投資家は市場の急落から資産を守る
手段が必要となる。
　VIX 指数は別名 “ 恐怖指数 ” とも呼ばれており、市場の
混乱時に急上昇する傾向がある。具体的には、シカゴ・オ
プション取引所（CBOE）のボラティリティ指数（VIX 指
数）は、S&P 500®（SPX）の今後 30 日間のインプライド・
ボラティリティを測定する。インプライド・ボラティリティ
が高い時には VIX 指数の水準は高くなり、価格変動の推
定範囲は広くなる。インプライド・ボラティリティが低い
時には VIX 指数の水準は低くなり、推定範囲は狭くなる。
　1990 年から現在までの 300 カ月のうち、S&P 500 が下
落した月は 115 カ月あり（全体の 37% で下落）、S&P 500

が下落した月の平均下落率は 3.5% であった。しかし、株
式市場が下落した月において、VIX 指数は平均 16.4% 上
昇している。さらに、S&P 500 は金融危機のあった 2008
年 10 月に 16.9% 下落したが、その月に VIX 指数は 52.0%
上昇している。このように、VIX 指数は株式市場の下落
に対する有効なヘッジ手段となった。図は、株式市場が下
落した月における VIX 指数と S&P 500 のリターンを示し
ている。
　今回のコモディティ価格の大幅な下落が、世界的景気減
速の主な要因となっていることを踏まえると、VIX 指数
はコモディティ価格の下落による損失もヘッジする手段に
なり得ると言える。また、1990 年から現在までの 311 カ
月のうち、S&P GSCI が下落した月は 142 カ月あった（全
体の約 40% で下落）。S&P GSCI が下落した月の平均下落
率は 4.7% だが、S&P GSCI が下落した月において VIX 指
数は平均 3.4% 上昇しており、ヘッジ機能を果たしている。
　米国や日本の国債と同様に、ボラティリティ指数は株式
市場に対するヘッジの役割を果たすため、世界の株式市場
で大きな注目を集めている。

“ 今 ” が VIX 指数を利用する最高のタイミングかもしれない
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出所：S&P ダウ・ジョーンズ・インデックス

株式市場が下落した月における VIX 指数と S&P 500 のリターン - 1990 年～ 2015 年
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Past Events

《最近行われたイベント報告》
FIA ジャパン　新年会
　FIA ジャパンは 2016 年 1 月 19 日、アークヒルズクラ
ブにおいて、新年会を開催した。
　当日は 120 人を超す参加者で盛況を博し、ゲストの中に
は金融庁、経済産業省、農林水産省の審議官を始めとし、
多くの VIP の姿が見られた。FIA からはアジアパシフィッ
クの代表であるビル・ハーダー氏とリーガル＆ポリシー 
バイスプレジデントのトリン氏が参加し、1 月初旬に完了
した FIA 統合の情報を共有した。丸山理事長は、FIA ジャ
パンおよび会員にとって更に充実した一年となるよう活動
を充実させると述べ、茂木副理事長が乾杯の音頭を取った。
ゴールドスポンサー：

2012.11.12コーポレートブランドマーク　カラー

■ FIA ジャパン年次総会議
　〜 5 月 26 日
　FIA ジャパンは 2016 年 5 月 26 日木曜日午後 5 時より、
六本木の国際文化会館にて第 28 回年次総会と懇親会を開
催する。FIA ジャパンでは、活動とプログラムを拡大し、
将来に向けて成長し続けている。皆様の継続的なご支援に
感謝するとともに、今後も会員の積極的な参加を期待す
る。年次総会への参加をお待ちしています。詳細はエグゼ
クティブセクレタリー森園 morizono@fiajapan.org まで。

Future Events

《今後開催されるイベント》
■ボカ 2016 ：第 41 回国際先物業界会議
　〜 3 月 15 -18 日　フロリダ州ボカラトン
　ブローカー、アセットマネジメント、取引所、規制当局
等から総勢 1,000 名を超える上級管理職が集う FIA のカ
ンファレンス。FIA ジャパン役員も参加する。ミーティ
ング設定が必要な向きは FIA ジャパン事務局にご連絡く
ださい。詳細はこちらを参照。

■ L ＆ C 2016 ：
　第 38 回 FIA 法律＆コンプライアンス会議
　〜 5 月 4 -6 日　ボルチモア
　FIA の法律＆コンプライアンス本部が主催する会議で、
一流の専門家が規制動向と実務上の影響等について各々の
状況に応じたセッションを提供する。専門知識を深め、ネッ
トワーキング活動の機会が得られる会議。
　詳細情報についてはこちらを参照。

3
15

5
26

左から右へ：
FIA ジャパンプレジデント - CEO マイケル・ロス氏
FIA アジアパシフィック代表ビル・ハーダー氏
FIA ジャパン副理事長茂木八洲男氏

5
4

https://boca2016.fia.org/
https://lc2016.fia.org/


− １６ −

FIA ジャパンニュースレター編集委員

編集長	 クレーン・トニー（FIA ジャパン）
Publisher 	 成毛浩之（先物ジャーナル社）
編集委員	 小島栄一（日本商品先物振興協会）
	 小林　忍（野村證券）
	 小山佳子（東京商品取引所）
	 清水昭男（ストックボイス）
	 ジェイ・サップスフォード
　　　　　　　　（モルガン・スタンレー MUFG）
	 多賀　仁（パッツシステム）
	 ダンカン・シモンズ（タッチファイヤートレーディング）
	 デイビッド・ウィルキンソン（エクイニクス・ジャパン）
	 飛田昌宏（日本取引所グループ）
	 中村　愛（ABN アムロ・クリアリング）
	 中村織乃（楽天証券）
	 ブルーノ・アブリュ（FIS・サンガード・ジャパン）
	 益永　研（先物ジャーナル社）
	 ミッチ・フルシャー（金融コンサルタント）
	 森園さやか（FIA ジャパン）
	 マイケル・ロス（オムジオ）
	 渡邉裕子（東京金融取引所）

FIA ジャパン事務局

〒 100-0005
東京都千代田区丸の内 2-1-1
明治安田生命ビル 14 階
GT 東京法律事務所　気付
Tel/Fax　03-4510-2222
ホームページ : http://www.fiajapan.org/

アドミニストレーション・マネージャー：
クレーン・トニー　E-mail: crane@fiajapan.org
エグゼクティブ・セクレタリー：
森園さやか　E-mail: morizono@fiajapan.org

本誌に掲載されている記事中の意見は寄稿者の判断に基づくも
ので、FIA ジャパンは明確に表記する場合を除き、当該意見に
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をお役立て下さい。

5万円〜（詳細はお問い合わせください）
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　I hope 2016 will be a profi table year for all of us in this industry.
　Members of the Executive Committee had a chance to discuss the sentiment of the market with Eric Pan, the Director of 
Offi ce of International Affairs of CFTC over breakfast.  The statement by Commissioner of FSA, Mr. Nobuchika Mori, was 
on top of everyone’s mind. 
　During his speech at the Thomson Reuters 6th Annual Pan Asian Regulatory Summit in Hong Kong, Commissioner Mori 
asked three questions. 
・Would endless regulatory reforms contribute to sustainable economic growth? 
・Would the combined effects of the whole range of well-intended reforms not betray the original good objectives? 
・Would our focus on the prevention of recurrences of the past crisis not make us poorly prepared for the next crisis which 
may come with totally new outfi t? 
 　These are all valid questions.  The Commissioner also stated that “the factories of manufacturing new regulations are 
still operating at their full capacity”.
　We at FIAJ applaud these challenges posed by the commissioner of the Japanese FSA.  Growth is as important 
as stability.  We are in the risk business.  A world without risk would mean death to our industry. An overreliance on 
blunt instruments such as the Supplementary Leverage Ratio, when applied too broadly, will only cause unintended 
consequences.
　We must all pay close attention to another risk: Cyber threats. According to Mr. Pan, CFTC will be more active in this 
area.  FIAJ has been looking at this subject and will be putting a discussion panel at the GMAC event planned for February 
25, 2016.  I challenge our members to place Cyber Security at top of the to do list for 2016.  The resources devoted to this 
area may not help write the next trading ticket, but nonetheless could well prove a life saver for many fi rms.
　FIAJ will be challenged in 2016 to look at many new topics, including Fintech which is another area affecting all our 
members and getting a lot of buzz.  We of course will be examining this promising space and see where we can offer help 
to our members.

Akemashite Omedetougozaimasu! 
Happy New Year!

PRESIDENT'S MESSAGE

Michael Ross,  
President - CEO, FIA Japan

《CONTENTS》
●Regulatory news●

　CFTC Advisory Committee Discusses Clearinghouse Default Risk
●Topics of the month●

　FIA Merges into Single Organization 
　China Strengthens Regulations of Commodity Markets
●Tech Corner Report●

　Cybersecurity: Recent Regulatory Trends and Guidance for the 
Futures Industry in Japan
●People Interview●

　TOCOM Aiming for a Comprehensive Commodity Marketplace 
with Expanded Energy Lineup and More　
　Takamichi Hamada, President & CEO, Tokyo Commodity Exchange, Inc.
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　2016年が本業界に暮らすすべての皆様にとって価値の
ある年となることを祈念いたします。
　過日、執行委員会の各委員はCFTC国際部局ダイレク
ターのエリック・パン氏と、朝食会でマーケットのセンチ
メントについて話す機会を得た。そのとき、誰もの脳裡に
浮かんだのは、森信親金融庁長官が発した声明だった。
　森氏は香港で開かれたトムソンロイター社の第 6回汎
アジア規制サミットで講演し、3つの問いかけをした。
・終わりなき規制改革は持続可能な経済成長に寄与するの
か？
・善意で築いた多方面における規制がもたらす複合的な効
果は、もともとの目的と矛盾しないか？
・過去に発生した危機の再発防止に対するわれわれの関心
は、まったく新しい形で発生するかも知れない次なる危機
への対策をおろそかにさせないか？
　すべてが意義深い問いかけである。森長官はまた「新た
な規制を生産する工場は依然としてフル操業中」だと述べ
ている。
 　FIA ジャパンは日本の金融庁長官が提起した一連の問
いかけを称賛する。成長は安定と同様に重要である。わ
れわれは “ リスク・ビジネス ” に就いている。リスクのな
い世界はわれわれの業界にとって、すなわち死を意味す
る。補完的レバレッジ比率（Supplementary Leverage 
Ratio）のような “ 鈍器 ” に対する過信が広まったら、そ

のときには予期しなかった結果がもたらされるだろう。
　われわれは別のリスクにも格段の注意を払わなければな
らない。それはサイバー空間の脅威である。パン氏によれ
ば、CFTCはこの分野により力を注ぐことになるという。
FIA ジャパンはかねて注視してきたこの問題を、2016年
2月 25日に開催するGMACでパネル討論の題材とする
予定だ。私は FIA ジャパンメンバーに対し、2016 年の
行動リストのトップにサイバー・セキュリティー問題を置
くよう提案したい。サイバー空間の脅威に振り向けた資本
は、売買注文を出すには役立たないかも知れない。だが多
くの企業にとってのライフセイバーとなることは証明でき
るだろう。
　2016 年の FIA ジャパンには、多くの新しい事象に目
を向けることが求められるだろう。そのひとつが、すべて
のメンバーに、なんらかの影響をもたらす話題の新分野
“Fintech” である。われわれはもちろんこの有望な金融分
野を詳細に検討する。そしてどのようにメンバーに役立て
てもらえるかを考えることとしたい。

新年明けましておめでとうございます
PRESIDENT'S MESSAGE

FIA ジャパン　プレジデント ‒CEO
 マイケル・ロス

《今月の内容》
●規制ニュース●

CFTCアドバイザリー委員会、清算会社のデフォルトリスクについて協議
●今月のトピック●

FIA、統合により一つの組織へ／中国、コモディティ市場の規制を強化
●TechCorner●
サイバーセキュリティ：最近の規制動向と日本の先物業界に対するガイダンス
●インタビュー●

濵田隆道（株式会社東京商品取引所 取締役代表執行役社長）
「エネルギー商品の拡充からその先へ～総合コモディティ市場の創設を目
指すTOCOM」　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　他
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一般社団法人フューチャーズ・インダストリー・アソシエーション・ジャパン（FIA ジャパン）
は 1988 年、国内外の先物業界からの参加者によって非営利団体として東京にて設立され、その
後「一般社団法人」に再編されました。デリバティブ業界の横断的メンバーで構成される日本で
は唯一の団体です。日本のデリバティブ業界の多様な企業セクターを代表するおよそ 60 社の会
員がいます。日本の金融市場の成長と成功を助け、日本を地域あるいは世界の金融センターとし
て発展するように支援することが、FIA ジャパンの使命です。

FIA ジャパン理事役員
代表理事　理事長
丸山　純一 *（シティグループ・ジャパン・ホールディングス株式会社  執行役員ガバメント・アフェアーズ担当）

代表理事　副理事長
茂木　八洲男 *（日産証券株式会社  会長）

代表理事　プレジデント –CEO
マイケル・ロス *（オムジオ株式会社　代表取締役）

バイスプレジデント
ジェイ・サップスフォード *（モルガン・スタンレー MUFG 証券株式会社  マネージングディレクター  社長室長）

バイスプレジデント
ピーター・L・イェガー *（シティグループ・グローバル・マーケッツ・シンガポール Pte. Ltd.　

　　　　　　　　　　　　先物・OTC クリアリング　コラテラル　アジア太平洋地域統括責任者　マネジング　ディレクター）

代表理事　セクレタリー
大橋　宏一郎 *（GT 東京法律事務所  弁護士・パートナー）

トレジャラー
デイビッド・ウィルキンソン（エクイニクス・ジャパン株式会社  シニアディレクター）

その他の理事
ブルーノ・アブリユ（FIS・サンガード・ジャパン株式会社  シニア・バイス・プレジデント 営業ディレクター）
ジェームズ・バズビー（ゴールドマン・サックス証券株式会社  先物セールス・トレーディング部長）
リチャード・クレアモント *（エービーエヌアムロクリアリング証券会社  代表取締役）
伊藤　渡（株式会社東京金融取引所  常務取締役）
数原　泉（CME グループ  エグゼクティブディレクター  駐日代表）
久野　喜夫 *（個人会員）
楠　雄治（楽天証券株式会社  代表取締役社長）
ウォルター・ラッケン（FIA プレジデント &CEO）
三輪　光雄（株式会社日本取引所グループ　総合企画部　国際戦略担当部長）
小野里　光博（株式会社東京商品取引所  執行役）
塚原　徹（大和証券株式会社  グローバル・マーケッツ企画部  副部長）

執行委員会顧問
ミッチ R・フルシャー（FIA ジャパン 名誉会長 / ビジネスコンサルタント）

理事会顧問
太田　省三（株式会社東京金融取引所  代表取締役社長）
髙井　裕之（住友商事株式会社  執行役員、住友商事グローバルリサーチ株式会社  代表取締役社長）

監事
宮田　長吉

* 執行役員


